
   

 

令 02 原機（敦廃）004  

令和 2 年 6 月 9 日 

 

原子力規制委員会 殿 

 

 
住 所 茨城県那珂郡東海村大字舟石川 765 番地 1 
申 請 者 名 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 
代表者の氏名 理事長  児玉 敏雄 

 

 

高速増殖原型炉もんじゅ原子炉施設廃止措置計画変更届出書 

 

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第 43 条の 3 の 34 第 3 項

において準用する同法第 12 条の 6 第 3 項及び第 5 項の規定に基づき、下記のとおり

高速増殖原型炉もんじゅ原子炉施設廃止措置計画に係る軽微な変更を届け出ます。 

 

 

記 

 

一 氏名又は名称及び住所並びに代表者の氏名 

   氏名又は名称  国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

   住    所  茨城県那珂郡東海村大字舟石川 765 番地 1 

   代表者の氏名  理事長  児玉 敏雄 

 

二 工場又は事業所の名称及び所在地 

   名    称  高速増殖原型炉もんじゅ 

   所  在  地  福井県敦賀市白木 2 丁目 1 番地 

 

三 変更に係る事項 

平成 30 年 3 月 28 日付け原規規発第 1803282 号をもって認可を受けた後、別紙 1

のとおり変更認可を受け、別紙 2 のとおり変更を届け出た高速増殖原型炉もんじ

ゅ原子炉施設廃止措置計画書の一部を別紙 3 のとおり変更した。 

 

 



 

 

四 変更の理由 

第 11-2 図に示す第 1 段階の工程表に、2020 年 6 月までの燃料体の処理実績を反

映した。また、2022 年 4 月からの燃料体の取出しのみ部分装荷を適用するよう燃

料体の取出し体数及び燃料体の処理体数を見直した。 

  本変更については、2022 年度に燃料体取出し作業を完了させるという第 1 段階

における基本方針に基づき、安全の確保を最優先に第 1 段階の各作業工程の最適

化を図ったものであり、廃止措置の実施に伴う災害の防止上支障はないため、軽

微な変更として届け出る。 

 

五 変更日 

令和 2 年 5 月 12 日 
以 上 



 

 

別紙１ 

 

 

変更認可の経緯 
認可年月日 認可番号 備考 

令和元年12月13日 原規規発第1912135号 燃料缶詰装置、缶詰雰

囲気調整装置の維持期間

を見直し、性能維持施設

維持期間終了後の事業者

自主検査及び施設定期検

査の扱いを明確化。 
令和2年5月29日 原規規発第2005294号 放射性廃棄物発生量の

低減、模擬燃料体の炉心

への装荷プロセスの削減

による工程遅延リスク低

減の観点から、炉心に装

荷している燃料体の取出

し箇所の一部については

模擬燃料体を装荷しない

こととする。 

 



 

 

別紙２ 

 

 

変更届出の経緯 
変更届出年月日 変更届出番号 備 考 

平成 30 年 8 月 22 日 30 原機(敦廃)002 燃料体の処理準備作業の進捗

を踏まえ、2018 年度の燃料体の

処理の開始時期を 7 月から 8 月

に変更した。 
平成 30 年 12 月 27 日 30 原機(敦廃)003 これまでの燃料体の処理作業

の進捗を踏まえ、可能な限り速

やかに燃料体を取り出すため

に、2018 年度に実施する「燃料

体の処理」を 2019 年 1 月も継続

して実施する工程に変更した。

併せて「模擬燃料体等の準備」

の終了時期及び「燃料取扱設備

点検」の開始時期を 2018 年 12
月から 2019 年 1 月に変更した。

また、「定期設備点検」の期間で

あっても、燃料体取出し作業に

影響を与えない設備の点検を行

っている期間は、燃料体の取出

し作業を実施する工程に変更し

た。 
2018 年 12 月～2019 年 1 月の

燃料体の処理期間中に実施する

設備点検として、燃料体の処理

に影響を与えない以下の作業を

実施する。 
• 燃料体の処理に使用せず、

かつ、燃料体の処理に影響

する系統停止や隔離を伴わ

ない設備の点検（1 次系Ｂル

ープ設備点検等） 
• 複数号機又は複数系統を有

する設備であり、通常は機

能の停止がなく、万が一、

点検時に運転中の設備が停



 

 

変更届出年月日 変更届出番号 備 考 
止したとしても、他の系統

により機能が停止しない、

又は、機能が必要となるま

での期間に十分な余裕があ

ることから、安全上の問題

はなく、かつ、燃料体の処

理に影響がない設備の点検

（淡水、排水処理設備点検

等） 
• ドリップパン交換やグリッ

パ洗浄などの燃料体の処理

の停止期間中に短期間で終

える点検（共通保修設備計

装点検等） 
• その他点検のための準備作

業（系統停止を伴わない、

資材、足場の搬入等） 
2019 年 7 月以降の燃料体の取

出し及び燃料体の処理期間につ

いても、燃料体取出し作業に影

響を与えない設備の点検を実施

する。 
令和元年 5 月 31 日 令 01 原機(敦廃)001 2018 年度の燃料体の処理実績

を踏まえ、第 11-2 図に示す第 1
段階（燃料体取出し期間）の工

程表を変更した。具体的な変更

内容は以下のとおり。 
(1) 2018 年度の燃料体の処

理で発生した設備不具合

への対策実施、燃料体の

取出しに向けた準備作業

の慎重な実施により、

2019 年度の燃料体の取

出し開始時期を 2019 年

7 月から 10 月に変更し

た。 
(2) 今後の燃料体の処理にお

ける設備不具合の発生リ



 

 

変更届出年月日 変更届出番号 備 考 
スクを低減するため、燃

料体の処理前及び処理期

間中に設備点検を実施す

る期間を設けた。 
(3) 2019 年度以降の燃料体

の処理については燃料体

連続処理を行うことで 1
日あたりの処理体数を増

加し、処理作業に要する

日数を短縮した。 
(4) 燃料体の取出し及び燃料

体の処理期間に、設備不

具合等が発生した際に対

応するための工程予備期

間を設けた。 
(5) 2018 年度に発生した燃

料処理設備等の不具合対

策等の点検（燃料体の取

出しに影響しない範囲）

を 2019 年 10 月から開始

する燃料体の取出し後の

2020 年 2 月まで継続

し、事業者自主検査を実

施するため、2018 年 12
月からの定期設備点検

（事業者自主検査）及び

施設定期検査の終了時期

を 2019 年 7 月から 2020
年 2 月に変更した。 

(6) 上記(1)から(5)の考え方

に従い、2022 年度まで

の各作業工程並びに燃料

体の取出し及び処理体数

を変更した。 
(7) 濃縮廃液等一時保管用容

器の設置計画について、

平成 30 年度における濃

縮廃液の発生実績から、



 

 

変更届出年月日 変更届出番号 備 考 
2020 年度以降に設置す

る計画とした。 
(8) 昨年度に缶詰処理できな

かった 14 体分の燃料体

は、今後缶詰缶に収納し

ないこととし、缶詰缶に

収納して燃料池に貯蔵す

る燃料体数を 100 体から

86 体に変更した。 
その他、本文中の記述の一部

適正化とともに、上記(8)の缶詰

缶に収納する燃料体数の変更等

に伴い、添付書類一及び添付書

類四の記述を一部変更した。 
令和元年 12 月 16 日 令 01 原機(敦廃)007 第 11-2 図に示す第 1 段階（燃料

体取出し期間）の工程表につい

て、2019 年度の燃料体の取出し

作業の進捗に合わせて見直し

た。 

 



 

 

別紙３ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

高速増殖原型炉もんじゅ原子炉施設廃止措置計画変更届出書 
前後比較表 
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高速増殖原型炉もんじゅ原子炉施設廃止措置計画変更届出書 前後比較表 
変更箇所 届出前 届出後 理由 

十一 廃止措置の

工程 
1．廃止措置の工

程 
第 11-2 図  

  

 
 

2020 年 6 月まで
の燃料体の処理
実績を反映 
 
最 終 回 で あ る
2022 年 4 月から
の燃料体の取出
しのみ部分装荷
を適用するよう
見直した 

 

燃
料

体
の

処
理

 (
5
3
0
体

)
炉

外
燃

料
貯

蔵
槽

→
燃

料
池

燃
料

体
の

取
出

し
 (

3
7
0
体

)
原

子
炉

容
器

→
炉

外
燃

料
貯

蔵
槽

模
擬

燃
料

体
等

の
準

備
（
搬

入
→

炉
外

燃
料

貯
蔵

槽
）

燃
料

取
扱

設
備

点
検

※
4

定
期

設
備

点
検

（
事

業
者

自
主

検
査

）

施
設

定
期

検
査

２
次

系
ナ

ト
リ
ウ

ム
の

抜
取

り

汚
染

の
分

布
に

関
す

る
評

価

※
1 

：
 2

01
8年

度
及

び
20

19
年

度
の

燃
料

体
の

取
出

し
及

び
処

理
実

績
か

ら
、

廃
液

の
推

定
発

生
量

を
評

価
し

、
容

器
の

設
置

数
及

び
設

置
場

所
（
設

置
の

要
否

を
含

む
。

）
を

決
定

す
る

。

※
2 

：
 8

6体
の

燃
料

体
に

つ
い

て
は

、
炉

外
燃

料
貯

蔵
槽

か
ら

取
り

出
し

た
後

、
缶

詰
缶

装
置

に
よ

り
缶

詰
缶

に
収

納
し

、
燃

料
池

に
貯

蔵
す

る
。

※
3 

：
 必

要
に

応
じ

、
本

期
間

中
に

燃
料

取
扱

設
備

の
手

入
れ

等
を

実
施

す
る

。

※
4 

：
 2

01
0年

以
降

使
用

し
て

い
な

い
こ

と
を

踏
ま

え
、

炉
心

等
か

ら
燃

料
体

を
取

り
出

す
前

に
、

施
設

の
復

旧
を

目
的

と
し

て
実

施
す

る
点

検
及

び
作

動
確

認
で

あ
り

、
定

期
設

備
点

検
と

は
異

な
る

。

※
5 

：
 進

捗
状

況
に

よ
っ

て
体

数
が

変
更

と
な

る
可

能
性

が
あ

る
。

20
22

年
度

第 1 段 階 に お け る 主 な 作 業 等

年
度

20
17

年
度

20
18

年
度

20
19

年
度

20
20

年
度

20
21

年
度

燃
料

体
取

出
し

作
業

完
了

抜
取

り
完

了
（

20
18

.1
2）

20
18

.8
20

19
.1

20
18

.1
2

20
19

.9

20
19

.1
1

20
19

.1
1

20
20

.6

20
20

.5

20
21

.1

20
21

.1

20
21

.3

20
21

.3
20

21
.9

20
21

.8
20

22
.4

20
22

.4

20
22

.6

20
22

.6

20
22

.1
2

20
18

.9

施
設

定
期

検
査

の
申

請

20
18

.1
2

20
19

.1

濃
縮

廃
液

等
一

時
保

管
用

容
器

の
設

置
※
1

濃
縮

廃
液

等
一

時
保

管
用

容
器

の
設

置
※
1

一
時

保
管

用
タ

ン
ク

の
現

地
据

付

廃
止

措
置

に
関

す
る

基
本

的
な

計
画

の
策

定

20
17

.6

20
20

.2

20
20

.2

86
体

※
2

17
4体

14
6体

※
3,
5

12
4体

※
3,
5

燃
料

処
理

設
備

点
検

及
び

作
動

確
認

10
0体

14
6体

※
5

12
4体

※
5

10
3体

回
転

プ
ラ

グ
点

検
及

び
作

動
確

認

燃
料

交
換

設
備

燃
料

処
理

設
備

デ
ィ

ー
ゼ

ル
発

電
機

原
子

炉
補

機
冷

却
海

水
設

備
等

燃
料

交
換

設
備

燃
料

処
理

設
備

デ
ィ

ー
ゼ

ル
発

電
機

原
子

炉
補

機
冷

却
海

水
設

備
等

燃
料

交
換

設
備

燃
料

処
理

設
備

デ
ィ

ー
ゼ

ル
発

電
機

原
子

炉
補

機
冷

却
海

水
設

備
等

20
20

.6
14

3体


